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略語集 

 

AFP Acute Flaccid Paralysis 急性弛緩性麻痺

BCG Bacille Calmette Guerin(tuberculosisi vaccine) 弱毒ウシ型結核予防ワクチン

CBoH Central Board of Health 中央保健委員会

CDC Centrer fo Disease Control 疾病管理予防センター

CFC Chloro Fluoro Carbon クロロフルオロカーボン（フロンガス）

CSO Central Statistics Office 中央統計局

CO Clinical Officer 臨床士

DANIDA Danish　International Development Assistance デンマーク国際開発援助

DHMB District Health Management Board 郡健康管理委員会

DHMT District Health Management Team 郡健康管理チーム

DPT Diphtheria, Pertussis and Tetanus(vaccine) ジフテリア、百日咳、破傷風混合ワクチン

DR Democratic Republic (of Congo) コンゴ民主共和国

EPI Expanded Programme on Immunization ワクチン接種拡大計画

GAVI Global Alliance for Vaccines and Immunization 世界ワクチン・予防接種協定

GRZ Government of the Republic of Zambia ザンビア共和国政府

Hib Haemophilus Influenza B B型インフルエンザ

MoH Ministry of Health 保健省

NIDs National Immunization Days 全国一斉ワクチン接種

OPV Oral Polio Vaccine 経口ポリオワクチン

PHC Primary Health Care プライマリヘルスケアー

SFH Society for Family Health アメリカのNGO

TT Tetanus Toxoid 破傷風トキソイド

UCI Universal Child Immunization 広域乳幼児ワクチン接種計画

UNDP United Nations  Development Programme 国連開発計画

UNICEF United Nations Children's Fund 国連児童基金

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁

WHO World Health Organization 世界保健機関

ZDHS Zambia Demographic and Health Survey ザンビア人口保健調査

ZEM Zambia Enrolled Midwife 登録助産婦

ZEN Zambia Enrolled Nurse 登録看護婦



第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

１-１ 当該セクターの現状と課題 

１-１-１ 現状と課題 

 ポリオ根絶計画注１の強力な推進を目指す WHO は 1996 年に NIDｓの為のワクチン供与、ポリオの症

例調査推進を目標とし、加えて旧式のコールドチェーンから CFC 注２フリー機材への交換推進を図るた

め、DANIDA に対して支援を要請した。これをうけて 1997 年 4 月から 10 月までに、DANIDA は WHO、

UNICEF、各国保健省の協力のもとに、サブサハラアフリカ地域の 9 カ国（ケニア、マラウィ、モザン

ビーク、ウガンダ、ザンビア、ジンバブエ、ベナン、ブルキナファソ、ニジェール）におけるコールド

チェーンの機材目録作成調査を行った。この調査結果と DANIDA、ＷＨＯによる指導によって、「ザ」

国保健省は 10 年以上を経過し、温度管理などの安定性に欠ける旧式コールドチェーン機材を、2003 年

までに CFC フリー機材を含む新型コールドチェーンにすべて交換するという、コールドチェーンリハ

ビリテーション 5ヵ年計画を策定したが、全コールドチェーンの整備には多大な予算を必要とするため、

実現できていない状況にあった。 

 一方、保健省は 1975 年からワクチン接種を開始し、特に 1984 年からは広域幼児期ワクチン接種プログ

ラム（UCI）を開始した。誕生後 18 ヶ月までに BCG、OPV（経口生ポリオワクチン）、DPT（百日せき・

ジフテリア・破傷風混合ワクチン）、麻疹ワクチンの接種が終了するよう計画されている。さらに、破傷

風対策については、DPT を誕生から 18 ヶ月までに 4回接種し、学校入学時にも追加免疫として TT（破傷

風ワクチン）の接種が行われる。これら計 5 回の破傷風ワクチンの投与が行われなかった場合には、新

生児破傷風対策として、15 歳から 45 歳までの妊婦にも投与されている。このように、「ザ」国における

ワクチン接種は確実に実施され、その成果を順調に上げてきていた。 

表 1-1 にプログラムの対象年齢とワクチン種類を示す。 

 

 

                                                 

注１
ポリオ根絶計画：Polio eradication program、1988 年世界保健総会で設定された 2000 年までにポリオウィルスを世界中から根絶す

るという計画。 
注２

ＣＦＣ：Chrolo-Fuluoro-Carbon、ｵｿﾞﾝ層を破壊するとして 1985 年のモントリオール議定書によって規制がきまった対象物質（フ

ロンガスのひとつ）であり、冷媒などとして使用されている。 
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表 １-１「ザ」国ワクチン接種計画  

年齢 ワクチン種類 

誕生時または初診時 ＢＣＧ 

誕生時から 13 日までに ＯＰＶ0（誕生時 OPV 投与）（ＢＣＧと同時に） 

6 週から ＯＰＶ１とＤＰＴ１ 

10 週から ＯＰＶ２とＤＰＴ２ 

14 週から ＯＰＶ３とＤＰＴ３ 

９ヶ月 麻疹、ＯＰＶ４（もし OPV0 をしなかった場合） 

１８ヶ月 ＤＰＴ追加抗原 

学校入学時 

15 歳から 45 歳までの妊婦 

破傷風トキソイド（TT） 

（ただし、DPT１から３、追加抗原、および入学時

TT をうけていない妊婦の場合） 

（表内の数字は、ザンビア保健省資料から引用。0 は誕生時を示し、１～４は回数を示す。） 

過去 10 年間の乳幼児のワクチン接種率（カバー率）を図 1 に示したが、1994～1996 年にはすべてのワ

クチン接種率は 80%を超え、BCG は 100%に達した。 

図 １-１ 10 年間のワクチン接種率推移 

                                       引用：保健省資料 

 ところが、1997 年からすべてのワクチン接種率が低下し、1999 年においても未だ完全には回復してい

ない状況である。この低下の主な原因は、内戦の影響で難民が流入するコンゴやアンゴラ国境の西部州、

北西部州、ルアプラ州、コッパーベルト州における 1 歳以下の乳児数の増加により、保健省の調達予算

を上回るワクチン量が必要になったためと考えられている。UNICEF によるデータではコンゴにおけるポ
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リオ接種率は 29%、麻疹接種率は 23%、アンゴラでもそれぞれ 29%と 49%にすぎず、これらの国からの乳

幼児を含む難民が、その子供達にワクチン接種を希望することもあり多数「ザ」国側に流入していると

推測されている。保健省は、この状況に対応するため、該当地区に保健センターを増設したり、プライ

ベートクリニック（日本でいう開業医）でもワクチン接種を行うよう依頼するなど様々な対応をしてい

る。そのためワクチン保管用として新たに多くの冷蔵庫を必要としているが、その資金調達は難しく、

他のプロジェクトで調達された家庭用冷蔵庫で代用したり、すでに耐用年数を越えた古い冷蔵庫を修理

してしのいでいる状態である。機材の現状については、「2-1-4 既存の施設・機材」の項に記述する。 

 加えて、1999 年にそれまで減少傾向を示していた麻疹発生件数が突如、23,518 件に急増したことが報告さ

れ、このうち約 60%の 14,000 件が 5 歳未満の乳幼児であったことが判明した。この年新たに健康管理情報システ

ム（HMIS：Health Management Information System）が導入され、症例収集数が増加したこともその一因と考えら

れたが、ンドラ、キトウェ、カブウェ、ルサカの 4 郡における実態調査の結果、麻疹患者の 84.6%はワクチン接種を

すでに受けていたことが明らかとなり、ワクチン劣化がこのような流行を引き起こしたと推測された。そのワクチン劣

化はすでに耐用年数に近い冷蔵庫の温度維持が不安定なためと指摘された。 

 以上のように、旧式冷蔵庫の保管能力の低下と冷蔵庫数の絶対数不足のため、コールドチェーンリハビ

リテーションの実施が急務である。UNICEF は、これらのコールドチェーンのリハビリテーション経費と

して、1999 年に US$ 9,041、2000 年に US$ 7４,426 の支援を行っているが、これは主に既存のコールド

チェーン修理用スペアパーツや工具セット調達に使用され、抜本的なコールドチェーン整備対策はなさ

れていない。従って、コールドチェーン機材整備が現在の緊急かつ最重要課題となっている。 

   

１-１-２ 開発計画 

  「ザ」国では、1984 年までは 5 ヵ年開発計画が策定されていたが、80 年代の経済危機などによって

策定が困難となった。1990 年代からはセクター投資計画が導入され、現在は農業セクター投資計画、基

礎教育セクター投資計画、国家保健戦略計画、道路セクター投資計画の４つが実施されている。 

 現在保健省では、国家保健戦略計画 2001-2005（National Health Strategic Plan）に基づき、すべて

の国民が平等に質の高い医療サービスを、その住居からできる限り近いところで利用できることを目標

に、以下の４理念を掲げ、保健体制の改革を行っている。 
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① あらゆるレベルの施行段階において、保健医療供給者（Health Providers）を育成し、その能

力を強化、向上させること。 

② 保健医療供給者は、保健サービスを供給するコミュニティーに対して、その効果を念頭におき、

保健サービスの質の向上に責任をもつこと。 

③ 保健分野において、保健サービス従事者全てが積極的に良好な人間関係を築くこと。 

④ 財源に応じた組織（体制）、手段、計画を策定すること。 

  EPI 分野では、特に 5歳未満の乳幼児の罹病率、死亡率の低下や栄養状態の改善を目指し、Vaccine 

Independence Initiative(VII)(ワクチン自給イニシアティブ)の導入によって、予防接種拡大計画を

実施している。2000 年-2004 年の EPI5 ヵ年計画では、次の 9 つの目標達成を目指している。 

① 2004 年までに、定期的な予防接種実施率を 90%にする 

② 妊婦に対する破傷風トキソイド接種率を現在の 55%（1999 年）から 60%に上昇させる 

③ ポリオ根絶計画を完全実施する 

④ 麻疹対策計画を統合し、加速的に実施する 

⑤ AFP(Acute Flaccid Paralysis：急性弛緩性麻痺)実態調査を継続し、統合化した健康管理情報

システム（Health Management Information System: HMIS）を創設する 

⑥ ワクチン自給イニシアティブを実施する 

⑦ 特に注射の安全性を考慮した、ワクチンサービスの向上をめざす 

⑧ 2003 年に EPI 計画の包括的な調査を行う 

⑨ 2003 年から B 型肝炎やインフルエンザ b 型菌ワクチン(Hib)などの新規ワクチンの導入を行う 

 本プロジェクトは、国家保健戦略計画に基づき、その中でも優先度が高い EPI 活動において、根幹

ともいえるワクチン保管用コールドチェーン機材を更新し、基盤整備を行うものである。 

 

１-１-３ 社会経済状況 

 「ザ」国は、輸出収入の約９割を銅に依存し、日本はその主な輸入国のひとつであったが、７０年

代後半からの銅価格の下落により経済が低迷し、多額の対外債務が累積した。９１年１１月に発足し

たチルバ政権は、援助国の支援を得て再び構造調整計画を実施し、現在まで、各種規制緩和、為替の
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自由化、公営企業の民営化・効率化等に取り組んできた。しかし、構造調整による経済自由化の成果

が十分に雇用・生産の増大には結びついておらず、９７年の経済成長率も、銅生産の落ち込み等によ

り政府予想を下回り、3.5%に留まった。 

 2000 年 12 月、世銀、IMF 理事会により、「ザ」国は 38 億ドル以上の債務救済支援を受けられるこ

ととなった。同国の同年末の債務残高は約65億ドルに達し、1999年のGDPの約160%に匹敵する。 2001

年 1 月の「ザ」国国会における財務・経済開発省大臣演説によれば、2000 年の経済情勢は、石油価格

の高騰とドナーの国際収支支援が予想よりも下回った結果、インフレ率の高騰（30.1%）と国内の歳入欠

陥が生じたと報告されている。 

 

１-２ 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

「ザ」国保健省は 10 年以上を経過した旧式コールドチェーン機材を 2003 年までに交換するという、

コールドチェーンリハビリテーション 5ヵ年計画を策定した。この計画によれば、全コールドチェー

ンの整備には 400 万ドル（US$）が必要と計算されたため、自国予算では賄いきれないとして、SIDA、

USAID、オランダなど医療協力を行っている他国ドナーに支援を要請していたが実現していなかった。

WHO と共に EPI 活動、マラリア防止対策などに技術的、財政的活動支援を行っている UNICEF は、2000

年にコールドチェーンに係る支援費用を前年の約 8 倍に増額したが（表 1-2）、主にスペアパーツや冷

蔵庫修理用の工具セット購入支援にとどまり、冷凍・冷蔵庫本体の入れ替えの支援までは行われなかった。     

表 １-２ UNICEF によるコールドチェーン支援経費 

                        出典 UNICEF 資料 

かかる状況において、必要機材の調達を日本に要請してきたものである。要請された機材の内容を表 1-3 に

示す。 

 

 

 

 

単位：ＵＳ＄

1999 2000
スペアパーツ 9,041 43,946
ワクチンキャリア等 0 4,355
冷蔵庫、冷凍庫関連部品 0 26,125
合計 9,041 74,426
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表 １-３ 「ザ」国からの要請内容 

 

 

 

１-３ 我が国の援助動向 

我が国の技術協力による保健医療分野でのプロジェクト方式技術協力案件は以下の通り。 

実施機関 案件名 

1989 年２月～1995 年３月 感染症 

1995 年４月～2000 年３月 感染症対策 

1997 年３月～2002 年３月 プライマリーヘルスケアー(PHC) 

我が国の同国に対する保健医療分野の無償資金協力は以下の通り。 

実施年度 供与限度額 案件名 

1981 年  13.00 億円 「ザ」国大学付属教育病院小児医療センター建設計画 

1982 年  10.00 億円 「ザ」国大学付属教育病院小児医療センター建設計画 

1994 年   4.51 億円 ルサカ市基礎医療機材整備計画 

1995 年  8.04 億円   大学教育病院小児科改善計画 

1998 年  2.89 億円 マラリア総合対策計画 

1999 年 151.00 億円 見返り資金の使途を保健・教育分野とするｾｸﾀｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

 

 

1)中央倉庫（Old Medical Store) 16 ソーラーパネル 75 watt 550
1 ウォークイン冷蔵庫（発電機付き） 2 17 ソーラーパネル 50 watt 450

18 ソーラーシステム用12 VDC バッテリー 150
2)県倉庫および保健センター

2 ソーラー式冷蔵庫 325 19 温度計（ -30 to +50 ℃） 8,000
3 アイスライン式冷凍冷蔵庫 80 20 バッテリー液（酸） 1
4 電気式冷蔵庫 100 21 蒸留水 1
5 電気式冷凍庫 80 22 灯油コンロ 600
6 灯油/電力切替式冷蔵庫 300 23 蒸気滅菌器用プレート 400
7 スペアパーツ 1

 3)メンテナンストレーニング用機材
8 コールドボックス（大） 125 24 中央修理工場用ツールセット 1
9 コールドボックス（小） 125 25 メンテナンストレーニング用ツールセット 1

10 ワクチンキャリアー 1,000 26 県保健局用ツールセット (A) 75
県保健局用ツールセット (B) 12

11 二層式蒸気滅菌器 500
12 一層式蒸気滅菌器 500 4)その他
13 スペアパーツ 1 27 4WD　ピックアップトラック 1

 28 トラック用スペアパーツ 1
14 ソーラー用チューブライト 13 watts 350 29 コンピューター 1
15 スペアライト 700

品目 数量 品目 数量
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１-４ 他ドナーの援助動向 

 ドナー名 援助額 内容 

WHO 300,000US$* 

    (1999 年) 

ポリオに関するサーベイランス、麻疹キャンペーン、ロールバックマラリア計画など感染症対

策に関する技術的、財政的支援。 

UNICEF 1,286,392US$* 

    (1999 年) 

EPI 活動、マラリア防止対策などの主にルーチン活動をターゲットとする技術的、財政的活動

支援｡ 

EU 保健センターにおけるワクチン用冷蔵庫の更新およびそのスタッフの住環境改善を目的とす

る約 200 ヵ所のソーラーシステム導入支援（1994 年）。 

World 

Bank 

1999 年-2001 年を対象とした構造調整計画における、2001 年までの全国民への保健サービ

スの普及を主要計画とし、とくに、バスケットファンドによる保健センターや学校設立の支援。 

UNDP 

 

  

 980,670US$ 

   (1996 年) 

保健・医療分野での緊急援助。現在は、AIDS 対策が中心。 

GAVI 未定 2003 年からの B 型肝炎ワクチンおよびインフルエンザ b 型ワクチンの導入支援を検討中。 

USAID 4,000,000US$ 

   (2000 年) 

保健医療事情の改善活動の支援。 

また、マラリア総合対策計画の策定を各方面から支援し、パイロット計画を東部州において

実施。 

SFH USAID の支援額

に含まれる 

USAID の監督のもとに、マラリア機材（主に蚊帳と殺虫剤）の販売とその管理指導。「ザ」国ス

タッフへの技術的支援。 

                        *WHO および UNICEF は USAID など他ドナー国からの支援も含めて発表している。 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

 

２-１ プロジェクトの実施体制 

２-１-１ 組織・人員 

１） 主官庁 

  図 2-1 に 2000 年現在の医療保健体制を示したが、本プロジェクトの主官庁は保健省である。保健

省の下にワクチン接種計画の実施機関として中央保健委員会が設置されている。 

図 ２-１ 「ザ」国の医療保健体制 (2000 年 保健省資料) 

 保健省の組織は図 2-2 に示す通りで、人事管理局、企画開発局、会計局、監査局の 4 局体制で、その

うちの企画開発局が予防接種拡大計画の中心となるＵＣＩ事務局を管理する。UCI 事務局は、ワクチン

接種拡大計画を担当する EPI 課と、冷蔵庫などコールドチェーンの維持管理を行う修理工場（Medical 

Cold Chain Workshop）を管轄する。このＥＰＩ課と修理工場は中央倉庫（Old Medical Store）と呼

ばれる保健省の倉庫敷地内にあり、併せてＥＰＩ課が年間計画に沿って調達した全ワクチンを各郡保

健局に分配するまでの期間保管するウォークイン冷凍冷蔵室、冷凍庫が設置されている。この EPI 課

看護評議会(General Nursing Council)

医療評議会(Medical Council)

国立公衆衛生調整局(National Public Health Regulatory Authority)

薬毒物委員会(Pharmaacy & Poiso Board)

中央保健委員会（CB0H)機能
・保健サービスの委託(Commisioning of Health Service)

・支援システムの開発(Development of Suport Systems)

・法令と政策の解説(Interpretation of Legislation & Policy)

保健省（MOH)機能 ・モニタリングと評価(Monitoring & Evaluation)

・政策発表(Plicy Formulation) ・公衆衛生の促進(Public Health Promotion)
・法律の制定(Legislation)

・資産運用(Resource Mobilization)

・財政、予算運営(Finance and Budgeting)

・国際協力(External Relations)

・中央保健委員会の評価(External Relations)

・他分野との総合協力
     (Bilateral & Multisectroral Collaboration)

・Strategic Planning Adovocacy

中央保健委員会
(Central Board of Health)

CBoH

保健省
(The Ministry of Health)

MOH

州保健局
(Provincial Helath Offices)

法令委員会
(Statutory Boards)

病院評議会
2nd & 3rd Level

郡保健局
(District Helath Board)

郡病院
(District Hospitals)

保健センター
(Health Centers)

私立病院、クリニック
(Private Providerss)

保健ポスト
(Health Posts)

コミュニティ　ボランティア
(Voluntary Providers)
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と修理工場が保健省における本プロジェクトの担当課でもあり、後述する運営機関としての中央保健

委員会および郡保健局と密接な連絡をとりながら活動している。 

 

図 ２-２ 保健省組織図 

  ２） 運営機関 

 ワクチン接種のための実施機関として位置付けられている中央保健委員会は州保健局、郡保健局を

管轄下に置き、接種計画の実施や各郡の病院、保健センター、クリニックの運営管理を指導している

（図 2-1 保健医療体制参照）。各州保健局は地方分権化によって一時廃止されていたものであるが、

2000 年に復活されたもので未だ明確な位置付けがなされていない。従って、現実には保健サービスの

実施機関は郡保健局であり、ワクチン供給なども郡保健局主導で行われている。郡保健局には現在局

長を含め 9 名のスタッフが常勤しているが医師はいない。郡保健局に隣接した郡病院や一般病院には、

医師、看護婦など医療従事者が常駐し、ワクチンが適切に保管されている。ワクチンは保健省 EPI 課

によって４半期分あるいは半年分を一括購入され、適宜郡保健局に供給される。保健センターから１

～2 週間に 1 度提出される出納報告書をもとに、郡保健局から保健センターに、必要量のワクチンが

届けられる。 

 コールドチェーン機材の維持管理状況については、保健省管轄の中央修理工場がその実施運営機関

保健省
(The Ministry of

事務次官
(Permanent Secretary)

副大臣
(Deputy
Miniter)

人事管理局
(Directorate Personnel &

Administration)

企画開発局
(Directorate Planning &

Development)

UCI事務局
(UCI Secretariat)

中央倉庫（Old Medical Store）

会計局
(Accounting)

監査局
(Auditing)

　EPI 課(Expanded Programme

on Immunization)

中央修理工場
（Nationaｌ Cold Chain Workshop）

薬毒物課
(Pharmaceuticals and

Poisons)

- 9 -



 

 

である。各地の保健センターから郡保健局を通して 6カ月に 1 度機材の現状報告が届けられ、その状

況によって機材の修理や新規機材への交換など年間修理計画を策定している。 

                      

２-１-２ 財政・予算 

 2001 年の「ザ」国の予算は 50,150 億ザンビアクワッチャ（以下 ZK という。1US$=3,600ZK ：2001

年現在）であり、そのうち 24,110 億 ZK は国内の歳入によって賄われ、残りは外国支援で支えられる

予定である。世銀、IMF の理事会で決定された債務免責によって余分がでた 3,518 億 ZK のうち、1,172

億 ZK は教育と保健分野に割り当てられる予定である。 

 保健省総予算も国家予算と同様の構造で、1998 年には 2,092 億 ZK であり、そのうち「ザ」国政府

負担は 55%であった。総予算は 1999 年には 2,766 億 ZK（51%）、2000 年には 2,844 億 ZK（56%）と着実

に増加し（表２-１参照）、2005 年までには 4,811 億 ZK に到達すると見込まれている。 

表 ２-１ 保健省予算 

 保健省予算の EPI に係る経費のうち、ワクチン購入については主に UNICEF、WHO、JICA のドナー支

援によって賄われてきたが、「ザ」国は徐々に保健省負担を増加させ 2010 年からワクチン購入費の

10％を保健省が負担できるようにする計画である。 

 表２－２に 2000 年と 2001 年のコールドチェーンの維持管理経費に関する予算を示した。 

表 ２-２ 保健省におけるコールドチェーン関係予算 

単 位 　 億 Z K
1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2

（ 推 計 ） （ 推 計 ）
保 健 省 総 予 算 2 , 0 9 2 2 , 7 6 6 2 , 8 4 4 3 , 7 4 8 3 , 9 6 1
自 国 予 算 1 , 1 5 1 1 , 4 1 0 1 , 5 9 9 1 , 7 9 6 2 , 0 1 7

5 5 % 5 1 % 5 6 % 4 8 % 5 1 %
国 内 基 金 2 1 2 8 2 3 2 6 2 6

1 % 1 % 1 0 0 % 1 % 1 %
外 国 支 援 9 2 0 1 , 3 2 8 1 , 2 2 2 1 , 9 2 5 1 , 9 1 8

4 4 % 4 8 % 4 3 % 5 1 % 4 8 %

単位　 ZK
2000年 2001年

ワクチン関係 553,318,260 1,000,000,000
（輸送費、
　　コールドチェーンの修理費を含む）
病院、保健センターの備品類 100,000,000 250,000,000

郡保健局ランニングコスト 16,000,000,000 20,271,209,749
（灯油購入費を含む）
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ワクチン関係予算として、各種機材の輸送費およびコールドチェーンの修理費用が計上されており、

2000 年には約 5 億 5300 万 ZK が支出されたが、2001 年予算では 2 倍近くに増額されている。また、灯

油購入費など郡保健局の運営管理費として、2000 年には 160 億 ZK が保健省から各郡保健局に配分さ

れたが、2001 年予算ではそれも約 30%増額されている。 

 

２-１-３ 技術水準 

  郡保健局のスタッフは、現在局長を含め 9 名の常勤職員で構成されるが、医師はいない（図 2-3 参

照）。 

図 ２-３ 中央保健委員会と州及び群の保健局の組織図 

郡保健局は医学部の前期課程（3 年間）を終了し、患者の診断と治療ができる臨床士（Clinical Officer）

と呼ばれる資格を得た職員、薬剤師（薬剤管理者）、公衆衛生担当者、栄養士、機材の管理も担当する

保健担当職員などで構成されている。機材の管理を担当する保健担当職員は、簡単な調整作業は行え

るが複雑な修理は行えない場合が多く、必要に応じて修理工場に修理を依頼する窓口となっている。 

総数 130

州保健局長(Provincial helath Director) 9
財政専門家(Financial specialist) 9
データ管理ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ(Date Management S 9
臨床治療ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ(Ｃｌｉｎｉｃａｌ Care Sp.) 9
公衆衛生ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ(Environmental health S 9
人事部長(Human Resource Sp.) 9 郡保健局長(District health Director 1
州会計士(Provincial Accountant) 9 薬剤師(Pharmacist) 1
管理者(Office Administrator) 9 公衆衛生担当者 1
秘書(Secretary) 9 (Environmental health Officer)

栄養士(Nutiritian) 1
支援スタッフ(Supprot staff) 臨床士（Clinical Officer) 1
労務員(Office Orderly) 9 保健担当者（兼修理担当） 1
運転手(Driver) 18 (Public health officer)

守衛(Security Guard) 18 支援スタッフ 3

長官
(Director General)

財政部
(Finance Unit)

会計検査
(Internal Audit)

調達部
(Procurement Unit)

管理部
(Administrative Unit)

州保健局(Provincail Health Office)

技術支援事業局長
(Directorate of Technical

Support Services)

臨床治療および診断
事業局長(Directorate of
Clinical Care & Diagnostic
serives)

公衆衛生調査局長
(Directorate of Public Health

and Research)

保健医療サービス企画
局長

(Directorate of Health Services
Planning)

秘書
(Secretary)

秘書
(Secretary)

保健医療サービス管理
スペシャリスト
(Health Service Management
Specialist)

郡保健局
(District Health Office)
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 一方、中央修理工場には、3 名の技術者が常駐している。冷蔵庫、冷凍庫に限らず、注射器用蒸気滅

菌器、ソーラーパネルやバッテリーなど、医療機材の多くがここで修理されている。冷蔵庫について

は、電気式、灯油式、 ソーラー式すべてに対応可能であり、廃品から使用できる部品を集めて新たに

灯油式やソーラー式冷蔵庫を作り上げる技術を持っている。  

 また、中央修理工場では郡保健局の保健担当職員の技術訓練も行っており、1999 年には 18 人の職員

を集め、5 日間のトレーニングが行われ、2001 年にも同様のワークショップが計画されている。 

 従って、 スタッフの技術水準は高く、供与される機材の維持管理は「ザ」国側にて十分対応でき

るものと判断される。 

 

２-１-４ 既存施設・機材 

  保健省 EPI 課に併設して 2 基のウォークイン冷凍・冷蔵室および 16 台の冷凍庫が、中央倉庫に設置さ

れている。このうち２基のウォークイン冷凍・冷蔵室はそれぞれ 20 年前および 10 年前に設置されたもの

で、現在温度管理が不安定になっている。特に 20 年を経過した冷蔵室内では温度が低下しすぎて室内が

氷結し、ワクチンの冷蔵保管には適していない状況になっている。 

 郡保健局および保健センターでは、現在電気式冷蔵庫 589 台、灯油・電気切替式 445 台、ソーラー式

冷蔵庫 350 台が設置されており、そのうち使用年数が 10 年以上経過したものが 64%にのぼる。また、5

年以上 10 年未満の機材ではあるが、ＰＩＳ注３の規格からはずれており、「ザ」国保健省が交換を希望し

ている機材が 15%を占めている。首都ルサカにある 29 ヵ所の保健センターのうち、23 ヵ所（79%）では

10 年以上の電気式冷蔵庫が使用され、WHO が定めるワクチン保管上限温度の 8℃をはるかに超える１２℃

～15℃となる状態が頻繁に生じている。ルサカ郊外のナウゴングエ保健センターでは、10 年以上経過し

た冷蔵庫内が氷結し、DPT ワクチンが凍結したため廃棄されるなど、様々な温度管理上の問題が生じてい

る。また、ルサカの郡保健局に 1986 年に導入された冷蔵庫（15 年以上稼動）は、すでに修理不能の状態

のため稼動せず、かわりに家庭用冷蔵庫が代用されていた。保健省の報告によると、このような 15 年以

上を経過した冷蔵庫が全体の 20%を占めており、他の 10 年以上経過した現在稼動中の冷蔵庫についても、

                                                 

注３ PIS：Product Information Sheets, EPI 活動で必要とされる機材に関して、望まれる条件について WHO と UNICEF が協力してまとめた製品

基準カタログ 
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早晩稼動不能の状態がくると予想される。 

 また、内戦の影響で難民が流入するコンゴやアンゴラ国境の西部州、北西部州、ルアプラ州、コッパー

ベルト州においては、前述のように難民の増加によって新たに多くの冷蔵庫を必要としたが、その資金調

達は難しく、他のプロジェクトで調達されたワクチン保管には適さない家庭用冷蔵庫で代用したり、すで

に耐用年数を越えた古い冷蔵庫を修理し使用して凌いでいる状態であり、早急に古い冷蔵庫を交換し、不

足分を調達する必要がある。 

 

２-２ プロジェクト・サイト及び周辺の状況  

２-２-１ 関連インフラの整備状況 

「ザ」国の法的に登録された道路約 36,000km の舗装率は約 35％であるが、雨期にはその舗装道路も陥没

するなど通行に支障を来たす場合があり、定期的な維持管理ができている道路は約 20%にすぎない。郡保

健局から保健センターに至る道路はほとんど未舗装であり、雨期になるとさらに悪化し、橋の崩壊や道路

の陥没などで車両による移動が困難になる地域も少なくない。 

 また、南部や北部に点在する湿地帯には、乾期においてもボートによる輸送が唯一の手段となる地域が

ある。 

 電気については、時に不安定な地域もあるが、大都市周辺では概ね電気の利用に問題はないと保健省

によって報告されている。とくに、電気式冷蔵庫を多く導入するコッパーベルト州、ルサカ州では家庭

での電気利用率も 40%を超えており（1998 年現在）、中央州、南部州でもそれぞれ 20%、16%と 1996 年か

ら 1998 年にかけて電気利用率がのびている。しかし、他の郡では、郡保健局から 120km 以遠にある保健

センターの大半では電気が利用できないため、コールドチェーンを導入する際には灯油式やソーラー式

冷蔵庫の導入を考慮する必要がある。 

 

２-２-２ 自然条件 

「ザ」国は南部アフリカの内陸国であり、周囲をタンザニア、マラウィ、モザンビーク、ジンバブエ、ボ

ツワナ、アンゴラ、ナミビア、コンゴ民主共和国に囲まれている。国土は南緯 8～18 度、東経 20～35 度

の範囲内にあり、面積は 752,612km２ （日本の面積の約２倍）で、アフリカ大陸の約 2.5％を占める。そ
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の気候は熱帯原野（サバンナ）気候で、年間降水量は地域によって異なるが概ね 600mm～1400mm で北部地

域が南部に比較して降水量が多い。また降水は季節変化があり 11 月～４月の雨期と 5 月～10 月の乾期に

分けられる。日射量は全国平均 5.2～７．０kw/m2/日といわれている。ザンビアは熱帯地域に属している

が、ザンベジ川、ルアンガ川流域を除いた地では標高が 1,200m と高い位置にあるため、年間を通して比

較的涼しく快適な気候である。しかしながら、１２～４月には平均気温２６～３０℃で雨が多いために湿

度が高い。前述したように、雨期においては橋の崩壊や道路の陥没などで機材の輸送困難が予想され、南

部や北部に点在する湿地帯では、ボートによる輸送手段を考慮しなければならない地域もあるため、機材

の輸送はできるかぎり乾期に行うことが望ましい。 

 

２-２-３ その他 

 本計画が直接サイトおよびその周辺に悪影響を及ぼす惧れはないが、CFC ガスを断熱材、冷媒に使用し

ている旧式冷蔵庫を廃棄する際には CFC ガスが遊離され、ｵｿﾞﾝ層に影響を来たすことが考えられる。1994

年以前に製造された冷凍冷蔵庫 1 台には、概ね CFC ガス R11（クロロフルオロカーボン 11）が冷媒として

120～280g、断熱材の発砲剤として 420～700g 程度使用されており、合計 540～980g （平均 760g）のフロ

ンガスが遊離される可能性がある。今回交換される旧式冷凍冷蔵庫は合計 719 台であり、これらが一挙に

廃棄されれば、約 388kg の CFC ガスが遊離される可能性を生じる。この量は、わが国の 2001 年度分特定

フロン廃棄量（環境省による見とおし量）5000 トンの 0.007％にあたり、今のところ途上国では生産、消

費が許される量ではあるが、オゾン層保護あるいは地球温暖化防止の見地からは、可能であれば回収し、

再利用を図るか無害化を行うことが望ましい。 
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第３章 プロジェクトの内容 

 

３-１ プロジェクトの概要 

 「ザ」国では 5 歳未満の乳幼児の罹病率、死亡率の低下をめざし、2004 年までに予防接種実施率を 90%に

上昇させることを目標としている。また、コールドチェーンリハビリテーション 5 ヵ年計画を策定し、老

朽化した旧式冷凍冷蔵庫から CFC フリーの新機材への交換を図り、これまで不安定な温度管理によって不

適切に管理されていたワクチン保管状態を是正し、有効な予防接種活動（EPI 活動）を推進することを目標

としている。本プロジェクトは、1,244 ヵ所の保健センターを対象として、10 年以上を経過したコールド

チェーン機材（全機材のうち約 70%）の更新を行い、ワクチンの適正管理を支援するとともに、機材の維持

管理に必要な工具セットを各郡保健局に整備することにより、機材修理技術者の養成を支援し、機材のメ

ンテナンスの効率を上げるものである。 

 本協力対象事業は、上記プロジェクトで計画されるウォークイン冷蔵庫、ソーラー式・灯油式・電気式

冷蔵庫、コールドボックスの更新機材のすべてを調達するものである。 

 

 

３-２ 協力対象事業の基本設計 

 

３-２-１ 設計方針 

（1） 基本方針 

 本計画は、1996 年の WHO 調査方針に準じ、2001 年 2 月時点の状況を調査して作成された機材目録に基

づいて策定した。これによると郡保健局にはアイスライン式電気冷蔵庫、ワクチン保管およびアイスパ

ック用電気式冷凍庫があり、その他に、郡保健局および各保健センターにワクチン保存用として配置さ

れている電気式、灯油・電気切替式、ソーラー式冷蔵庫がある。これらの機材について、10 年以上を経

過したもの、および 10 年未満の経過年数ではあってもワクチン保管に適さない製品を使用している場合

を更新対象とした。 
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 当初の要請内容には、コールドチェーン機材に加え、メンテンナンス用工具セット、車両、コンピュー

ター、注射器用蒸気滅菌器および関連機材などが含まれていたが、後述のように要請根拠が明確ではな

いコンピューター、注射器用蒸気滅菌器およびその関連機材については本計画対象外とすることとした。 

 1) 対象地域および施設 

対象地域は「ザ」国全土とする。対象施設は中央倉庫 1ヵ所、郡保健局72ヵ所、保健センター1,244 ヵ所

である。 

2) 調達品目 

i) コールドチェーン機材 

   本プロジェクトでは、設置後 10 年以上を経過し老朽化が著しい機材や温度管理の不安定な機材、お

よび設置後 10 年未満（ただし 5 年以上を経過することとする）ではあるが、家庭用冷蔵庫のように

ワクチン保管に適さない機種の取替えを目指す。機材内容は、ウォークイン冷凍・冷蔵室、冷蔵庫、

冷凍庫、コールドボックス、ワクチンキャリアーおよびそれらのスペアパーツを含む。また、不安定

な電力供給に対処するため、電圧安定装置を配備する。 機種の選定には、郡保健局から保健センタ

ーまでの距離、インフラ整備状況などを考慮し、ソーラー、電気式、灯油／電気切替式の中から最適

なもの選択する。基本的には、郡保健局からの距離が 50km 以内であれば電気式、 250km 以遠であ

ればソーラーとし、50km から 250km の場合にはソーラか灯油・電気切替式とを地域の状況に鑑みて

選択する。また、冷蔵庫、冷凍庫の容量の決定は、各州および各郡の人口からワクチン接種対象年齢

層の人口を計算し、必要ワクチン数を計算して、それぞれの貯蔵必要容量を算出して比較検討した結

果によった（巻末資料１参照）。たとえば、巻末資料１のチパタ郡においては、保健センター数は 32

ヵ所を数え、年間のワクチン必要貯蔵数は０．7890m3 であるため、1 ヵ所の保健センター当たりの

必要容量は 0.024m3 （0.7890÷32）=24 リットルとなる。従って、24 ﾘｯﾄﾙ電気式あるいは灯油/電気

切替式冷蔵庫を選択した。 

ii） 車両 

    修理工場には専用車がなく、修理を要する機材の引き取りや修理済み機材の運搬も行えない状態

であるため、機材配送及び維持管理専用車両を配備する。 
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iii) 維持管理用工具セット 

  郡保健局の技術者および中央倉庫の修理工場用として工具セットを整備する。 

iv） 温度計 

  冷蔵庫、冷凍庫の温度管理用として温度計を整備する。 

 

 3) 調達数量 

 調達量とその理由を表３－１にまとめた。 

表 ３-１調達量とその理由 

中央倉
庫

州保
健局

(9)

郡保
健局
(72）

保健ｾﾝﾀｰ
（1,244ヵ所）

1 ウォークイン冷蔵室（およびスペアパーツ） 1 2 0 0 1

2 ウォークイン冷凍室（およびスペアパーツ） 1 0 0 0 1

3 アイスライン式冷凍冷蔵庫 73 0 0 73 0
郡保健局のワクチン保管用に各1台。ただ
し人口の多い首都ルサカには2台。

4 ワクチン・アイスパック用電気式冷凍庫 89 16 0 73 0

中央倉庫におけるOPV,麻疹ワクチン保管
用16台と郡保健局用アイスパック・ワクチン
保管用各1台ずつ（首都ルサカのみ2台）
合計89台。

5 電気式冷蔵庫 300 0 0 0 300

老朽化した灯油式冷蔵庫を使用していた
保健センターのうち、電気事情の改善され
たルサカ州やコッパーベルト州など30ヵ所
の更新用と、1997年以降新設された保健
センターで家庭用冷蔵庫や不適当な冷蔵
庫が使用されている162ヵ所分、および老
朽化した電気式冷蔵庫108台の更新。

6 電気・灯油切替式冷蔵庫 270 0 0 0 270
10年以上経過し、老朽化した灯油式冷蔵
庫を更新。

7
ソーラー冷蔵庫（およびバッテリーなど　スペア
パーツ）

96 0 0 0 96
郡保健局および保健センターに設置され
ていた老朽化等で交換必要な60台の更
新、新規保健センター用36台の計96台。

8 電圧安定装置 73 0 0 73 73

9 コールドボックス（大） 144 0 0 144 0

10 コールドボックス（小） 144 0 0 144 0

11 ワクチンキャリアー 1,244 0 0 0 1,244
ワクチン接種時など保健センターからワク
チンを運搬する際に使用する。1,244ヵ所
の保健センター1ヵ所に１ずつ。

12 温度計 4,976 0 0 0 4,976
1,244ヵ所の保健センターの冷蔵・冷凍庫

の温度管理に使用する。４本／1ヵ所。

13
コールドチェーンメンテナンス用工具セット (A-1)

1 1 0 0 1

中央倉庫用修理セット。郡保健局では修
理不能な高度の修理用機材。

14 コールドチェーンメンテナンス用工具セット (A-２) 1 0 0 0 1
同上

15 コールドチェーンメンテナンス用工具セット (B) 74 1 0 73 74

郡保健局および中央倉庫の技術者用とし
て設置。ソーラー式冷蔵庫のインストール
やコールドチェーンのメンテナンス用として
使用する。

16
4WD　シングルキャブピックアップトラック
（スペアパーツを含む）

1 1 0 0 0
中央倉庫に1台。修理を要する冷凍／冷
蔵庫の回収や修理後の運搬に使用する。

郡保健局が保健センターにワクチンを輸
送する際に使用する。72ヵ所の郡保健局
に対し予備を含め1ヵ所に2個ずつ。

設置場所

計画および理由項目 計画数量

中央倉庫に設置。現在使用中の2台のう
ち、1台は使用不能、2台目も10年以上経
過し老朽化しているため。
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ソーラー式冷蔵庫の要請数は、新規に設立された保健センター分 36 台、老朽化したソーラー式冷蔵庫

の更新分約 60 台、及び老朽化した灯油式冷蔵庫 190 台のソーラー式冷蔵庫への切替用の計 286 台であ

った。そのうちソーラー式冷蔵庫の調達量は、実施期限内での据付（日本側負担）可能数量であり、か

つ特に老朽化の著しいものなど緊急性の高い 38 郡の 96 台（更新分＋新規分）とした。ＥＵの援助で 1994

年に実施された 200 台のソーラー式冷蔵庫の調達では、全数の新規据付を終了するのに約 3年を要した。

据付作業遅延の原因として、保健ｾﾝﾀｰの屋根の構造がソーラー式冷蔵庫に適しておらず、設置に時間を

要したことなどがあげられているが、本プロジェクトの老朽化したソーラー式冷蔵庫 60 台の交換据付

については問題はなく、新規設置についても数量が限られているので問題はないと考える。 

 

（2） 自然条件に対する方針 

  雨期になると道路が水没するなどの困難が生じるため、各保健センターへのソーラー式冷蔵庫の据付

は、11 月からの雨期が始まる前に終了することが望ましく、8月から据付を開始することとする。日射量

については、チパタ郡における最低データの 4.21 km/m2/day を採用してソーラーシステムのデザインを

行う。気温は最低 5～6℃程度であるため、冷蔵庫に関する寒冷地仕様の考慮は不要と考える。 

 

（3） 社会経済条件に対する方針 

 電気事情の改善されたルサカ州やコッパーベルト州では概ね良好であるが、その他の地域ではまだ電

圧の変化が大きいことも予想されるため、機材への影響を防ぐ電圧安定装置を調達する。 

 機材の種類選択は、郡保健局から保健センターへの距離、その配電状況と灯油入手状況などを考慮し、

電気式、灯油／電気切替式、ソーラー式冷蔵庫から最適機種を選択する。 

 

（4） 現地業者の活用に係る方針 

 今回ソーラー式冷蔵庫を 96 台調達し据付を行うが、「ザ」国内にソーラー式冷蔵庫の代理店は８社あり、 

保健センターへの設置経験も有している。従って、据付、アフターケア－など問題はない。 

 また、車両についてもスペアパーツ入手や修理時の利便性を考慮して、現地に代理店のあるメーカーの

- 18 -



 

 

車両を調達する。 

 

（5） 実施期間の運営、維持管理能力に対する対応方針 

 修理工場の技術者は、ソーラー式冷蔵庫の設置や機材の修理技術を習得しており、郡保健局の技術職員

の養成も行えるため、技術者の訓練に使用する工具セットを調達し、訓練後に各サイトにおいて維持管理

作業が効果的に行えるよう各郡保健局用の工具セットも合わせて調達する。機材修理の効率化の観点から、

入れ替えた機材と既存の機材の相違点が大きくなりすぎないよう出来る限りの統一化をはかり、修理作業

の効率化を図る。 

 修理工場の技術者による据付作業、維持管理指導を迅速かつ効率的に行えるよう、中央修理工場用専用

車両を調達する。 

 

6） 工法／調達方法、工期に係る方針 

 ソーラー式冷蔵庫およびウォークイン冷凍・冷蔵室については、配置場所において据付工事および初

期操作指導等を行う。 

 本計画では、ソーラー式冷蔵庫の輸送・据付を以下のように想定した。ルサカに到着したソーラー式

冷蔵庫は、各郡保健局倉庫に運ばれ保管される。対象地域の38ヵ所の郡保健局倉庫までの位置およびル

ートを考慮すると、表３－２に示す６つの輸送ルートと考えられ、各ルートの最遠点は526km～2,044km

で、輸送日数は5日から20日と見込まれる。従って1台のトラックで輸送すると約2.5ヶ月（70日）を要す

る。 

表 ３-２ 郡保健局までの輸送日数推定 

 ついで、雨期になると道路が水没するなどの困難が生じるため、各保健センターへの輸送は 11 月の雨期

の始まる前に終了することが望ましい。本プロジェクトでは遅くとも 7 月までに機材がルサカに到着する

ル ー ト 推 定 走 行 距 離 立 ち 寄 る
郡 保 健 局 数

ソ ー ラ ー 数 日 数

1 ル サ カ ～ チ パ タ ５ ２ ６ Ｋ ｍ 5 7 5
2 ル サ カ ～ ム プ ン ル ン グ ２ ０ ４ ４ ｋ ｍ 7 1 3 2 0
3 ル サ カ ～ チ エ ン ジ １ １ ５ ９ ｋ ｍ 4 5 1 0
4 ル サ カ ～ ム ウ ィ ン ル ン ガ ８ ０ ７ ｋ ｍ 4 7 5
5 ル サ カ ～ チ ャ プ マ １ １ １ ６ ｋ ｍ 8 3 5 1 5
6 ル サ カ ～ シ ャ ン ゴ ン ボ １ １ ６ ６ ｋ ｍ 1 0 2 9 1 5

合 計 ６ ８ １ ８ ｋ ｍ 3 8 9 6 7 0
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予定であり、短い輸送ルートであるルサカ～チパタおよびルサカ～ムウィンルンガルートの郡保健局まで

の輸送が完了した 8 月から据付開始となる。 96 ヵ所のうち、郡保健局からの距離が最も遠い保健センタ

ーまで 180km、最も近い保健センターまで 25km となり往復の移動でも 1 日で可能である。据付作業には 1

日を要するので、計 2 日で 1 ヵ所完了可能と考えられる。従って郡保健局管轄内で 1 ヵ所の保健センター

へは 2 日と計上した。同じ管轄内で２ヵ所ある場合、移動に 1 日、2 台の据付に必要な日数を 2 日とし、3

日と計上した。3ヵ所では同様に移動に 2 日、据付に 3 日とし計 5 日とした。しかし、5ヵ所以上の地域に

ついては、最も数が多い（14 ヵ所）カオマ郡の例から最長日数を計算した。カオマ郡では 14 保健センター

の平均距離が 109km（67km～148km）であり、郡保健局を中心に放射状に位置している。またそれぞれの保

健センターを直接結ぶ道路はないので、1 ヵ所ずつ往復することが必要である。従って、据付に必要な日数

は 1 日、移動日を 1 日、予備日を 1 日とって、計 3 日必要とし、全据付には 42 日（3 日×１４）と計算し

た。 

 以上の様に計算し合計すると、表３－３に示したように 96 ヵ所すべてに据付を完了するために２３３日

を要することとなる。  
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表 ３-３ 96 ヵ所の保健センターリストと据付に必要な日数 

 

 

州 郡 保健センター
郡保健局か
らの距離

据付に必要
な日数

1 Eastern Province Chipata Chizenje 80
2 Maza-Tuisa 95
3 Chadiza Madzela 20 2
4 Mambwe Masumba
5 Chikoka
6 Petauke Sandwe 68 2
7 Lusaka Province Luangwa Namdombe 2
8 Western Province Kaoma Nyambi 144
9 Nyabi 144

10 Luampa 7
11 Mbanyutu 61
12 Kasabi 142
13 Kaaba 148
14 Mayukwa Yukwa 67
15 Nonjolo 82
16 Kahale 83
17 Kasimba 79
18 Afumba
19 Lui
20 Nyambi
21 Winda
22 Kalobo Lukona 64
23 Kuuli 50
24 Sihole 48
25 Lukena 112
26 Lukulu Sikundoko 105 2
27 Mongu Kama 87
28 Mwanawina 68
29 Ushaa 47
30 Sitoya 101
31 Iloke 120
32 Nangula 71
33 Lukalanya 84
34 Luckweta 122
35 Nalikwanda 87
36 Senanga Litoya 68
37 Nalolo 100
38 Kaunga Lueti 104
39 Simunga 124
40 Katba 135
41 Shangombo Kaunga Mashi 170
42 Mutomena 102
43 Shangombo 102
44 Sinjebela 176
45 Sioma 73
46 Silowana 33
47 Sipuma 164
48 Shesheke Mushukula 100
49 Imusho 182
50 Molombezi 108
51 Schili Hosp 150
52 Bwina 187
53 Kaywala 192
54 Mukuai 25

21

21

27

15

3

3

42

6
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1 週間に 5 日活動したとして、1 チーム（3 人）では約４７週、11 ヶ月から 12 ヶ月を要する。今回現地代

理店による据付班を 3 チーム（3 人／１チーム）投入し、3 ヵ所に据付作業を行うものとすると、4 ヶ月で

終了する。従って、図３－１に示すように 8 月から 12 月までで終了可能となる。 

 

 

  

州 郡 保健センター
郡保健局か
らの距離

据付に必要
な日数

55 Sounthern Province Choma Pemba Sub 1 2
56 Gwembe Lukonde
57 Lumbo
58 Kazungula Nyawa 124 2
59 Kalomo Kolonda 2
60 Mazabuka Namaila 150
61 Kalama 60
62 Chinganinka 60
63 Siavonga Munyama 98 2
64 Monze Katimba 49 2
65 Central Province Mumbwa Mukulaikwa 103 2
66 Kaipiri-MposhiNew Health center  2
67 Chibombo Kaparu Mission 39 2
68 Northern Province Mpika Nabwalya 157
69 Chalbesa 131
70 Mambwe 85
71 Mwambe 35
72 Chisansa 75
73 Senka 104
74 Mporokoso Mukolwe 2
75 Luwingu Katuta 130 2
76 Kasama Mutola 109
77 Kasakala 80
78 Chuleyoshi 58
79 Isoko Muyombe 180 2
80 Mpulungu Vyamba 2
81 Luapula Province Chinge Kambole
82 Kwambwa Salanga 72
83 Mwense Kalundu 135
84 Munushi 50
85 Samfya Mbalala 60
86 North Western Province Kasempa Dengwe 24 2
87 Mwenilunga Ikelenge 67
88 Sailuanga 71
89 Solwezi Lukendo
90 Mangala
91 Zambezi New Health center 2
92 Chavuma Mission Hospital
93 Makiinjila
94 Nyantanda
95 Chingi
96 Copperbelt Province Mpongwe Mushipashi 2

合計 9 38 96 233

3

5

18

5

15

3

3

5
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図 ３-１ ソーラー式冷蔵庫の輸送と据付工程 

 

３-２-２ 基本計画 

(1)機材の内容 

  保健省と協議の結果、機材の内容を以下のように計画した。表３－４に示す。 

表 ３-４ 機材の内容 

 当初の要請には、注射器用蒸気滅菌器とその関連機材、コンピューターが含まれていたが、以下の理由

で対象外とした。 

i) コンピューター 

  2000 年に UNICEF から 3 台のコンピューターと 2 台のプリンターが供与され、1 台が修理工場に配置

されている。故障中との説明をうけたが、まだ 1 年以内の保証期間であり、修理可能と考えられたため

2002年 　
7月 8月 9月 10月 11月 12月

ル サ カか ら機 材 輸 送

据 付

No. 機 　材 　名 内 容 （使 用 、寸 法 ）、用 途 数 量

1 ﾌ ﾟﾚﾊﾌ ﾞ式 ｳｫｰｸｲﾝ冷 蔵 室 約 15M 3、＋ 2℃ ～ ＋ 6℃ 、ワ ク チ ン 保 管 用 1 台

2 ﾌ ﾟﾚﾊﾌ ﾞ式 ｳｫｰｸｲﾝ冷 凍 室 約 15M 3、ー 20℃ ～ ＋ 5℃ 、ワ ク チ ン 保 管 用 1 台

3 ｱｲｽﾗｲﾝ式 電 気 冷 蔵 庫 コ ン プ レ ス 式 、約 108リッ トル 、ワ ク チ ン 保 管 用 73 台

4 ﾜｸﾁﾝ・ｱｲｽﾊ ﾟｯｸ用 電 気 冷 凍 庫
コ ン プ レ ス 式 、約 260リッ トル 、
ﾜｸﾁﾝ保 管 ・ｱｲｽﾊ ﾟｯｸ冷 凍 用

89 台

5 電 気 式 冷 蔵 庫 コ ン プ レ ス 式 、約 24リッ トル 、ワ ク チ ン 保 管 用 300 台

6 電 気 ・灯 油 切 替 式 冷 蔵 庫 吸 入 式 、約 24リッ トル 、ワ ク チ ン 保 管 用 270 台

7 ソ ー ラ ー 式 冷 蔵 庫
ｼｽﾃﾑ一 式 （冷 蔵 庫 本 体 、ｿｰﾗｰﾊ ﾟﾈﾙ、ﾊ ﾞｯﾃﾘｰ、ｺﾝﾄ
ﾛｰﾗｰ、ｽﾀﾝﾄﾞｾｯﾄ）、　　約 14ﾘｯﾄﾙ、
ワ ク チ ン 保 管 用

96 台

8 電 圧 安 定 装 置
220V、50H z、
郡 保 健 局 に お け る 電 気 式 冷 蔵 庫 ・冷 凍 庫 用

73 台

9 ｺｰﾙﾄﾞﾎ ﾞｯｸｽ（大 ） 約 20～ 23ﾘｯﾄﾙ、ｱｲｽﾊ ﾟｯｸ付 、ﾜｸﾁﾝ運 搬 用 144 個

10 ｺｰﾙﾄﾞﾎ ﾞｯｸｽ（小 ） 約 9ﾘｯﾄﾙ、ｱｲｽﾊ ﾟｯｸ付 、ﾜｸﾁﾝ運 搬 用 144 個

11 ﾜｸﾁﾝｷｬﾘｱ 約 1.6ﾘｯﾄﾙ、ｱｲｽﾊ ﾟｯｸ付 、ﾜｸﾁﾝ運 搬 用 1,244 個

12 温 度 計
ー 30℃ ～ ＋ 50℃ 、ﾌ ﾟﾗｽﾁｯｸ製 、
ﾜｸﾁﾝ冷 蔵 庫 温 度 管 理 用

4,976 個

13 ﾂｰﾙｾｯﾄA-1

14 ﾂｰﾙｾｯﾄA-2

15 ﾂｰﾙｾｯﾄB　
約 50品 目 、
冷 蔵 庫 維 持 ・管 理 用 （中 央 ・郡 保 健 局 修 理 技 術 者
用 ）

74 ｾｯﾄ

16 車 輌
ｼﾝｸﾞﾙｷｬﾌ ﾞ、ﾋ ﾟｯｸｱｯﾌ ﾟﾄﾗｯｸ、4W D 、ﾃ ﾞｨｰｾ ﾞﾙｴﾝｼ ﾞﾝ、
右 ハ ン ド ル 、空 調 付 、
冷 蔵 庫 の 運 搬 及 び 点 検 ・修 理 時 の 巡 回 用

1 台

約 80品 目 、冷 蔵 庫 維 持 ・管 理 用 （中 央 修 理 工 場 用 ） 1 ｾｯﾄ

- 23 -



 

 

削除した。 

ii) 注射器用蒸気滅菌器および関連機材 

   オートディスエーブル（Auto-diｓable、以下 AD 注射器という）注射器注４が未導入であるため、

蒸気滅菌器 1000 台（1 層式 500 台、2 層式 500 台）を全保健センターに配置したいと要請であったが、

調査の結果1999年にUNICEFからUS$48,777分のAD注射器およびセーフティーボックスが供与され、2000

年にも US$122,208 が供与されていたことが判明した。また、AD 注射器が導入されず未だに蒸気滅菌器

を使用している地域で滅菌器の更新が必要な保健センターのリスト、必要である理由、滅菌器の使用頻

度などのデータ提出を要請したが、回答がなかった。従って、今回要請通り蒸気滅菌器を供与すると、

AD 注射器を利用すべきフィールドに再利用注射器を推奨する政策ともなりかねず、WHO、UNICEF が推奨

し、「ザ」国保健省自身でも計画している AD 注射器導入政策に逆行する可能性が高いため、本計画から

削除した。 

(2)各機材の配備 

 保健省 EPI 課との協議の結果、各機材の配備計画は表 3-5 に示す通りである。 

表 ３-５ 各機材配備計画 

                                                 

注４ Auto-disable 注射器：WHO や UNICEF が推奨している二次感染防止用の再使用不能注射器 

州 ／県 保 健セン
ター 数

冷 凍
冷 蔵室

ｱｲｽﾗｲﾝ式
電 気冷 蔵 庫

電 気式
冷 凍庫

電 気式
冷 蔵庫

灯 油／ 電 気 切
替 式冷 蔵 庫

ｿｰﾗｰ式
冷 蔵庫

電 圧安 定
装 置

ﾜｸﾁﾝ
ｷｬﾘｱｰ

温 度計 ツー ルセッ
ト　A-1，A-2

車 両

東 部州
チパ タ郡 30 0 1 1 2 9 2 1 2 2 30 120 0 1 0
チャデ ィザ郡 13 0 1 1 1 3 1 1 2 2 13 52 0 1 0
チャマ郡 15 0 1 1 0 4 0 1 2 2 15 60 0 1 0
カテーテ郡 18 0 1 1 1 3 0 1 2 2 18 72 0 1 0
ニャンバ郡 11 0 1 1 0 3 0 1 2 2 11 44 0 1 0
マンブウェ郡 8 0 1 1 0 2 2 1 2 2 8 32 0 1 0
ルンダジ郡 24 0 1 1 2 6 0 1 2 2 24 96 0 1 0
ペ タウケ郡 26 0 1 1 0 4 1 1 2 2 26 104 0 1 0

ルサ カ州
ルサ カアー バン郡 30 0 2 2 29 0 0 2 2 2 30 120 0 1 0
チョングウェ郡 23 0 1 1 5 1 0 1 2 2 23 92 0 1 0
カフエ郡 17 0 1 1 8 7 0 1 2 2 17 68 0 1 0
ルアングワ郡 11 0 1 1 1 1 1 1 2 2 11 44 0 1 0

西 部州
カオマ郡 19 0 1 1 1 0 14 1 2 2 19 76 0 1 0
カロボ郡 15 0 1 1 2 2 4 1 2 2 15 60 0 1 0
ルクル郡 14 0 1 1 1 2 1 1 2 2 14 56 0 1 0
モング－ 郡 29 0 1 1 2 2 9 1 2 2 29 116 0 1 0
セナンガ郡 15 0 1 1 2 3 5 1 2 2 15 60 0 1 0
シャンゴンボ郡 13 0 1 1 0 2 7 1 2 2 13 52 0 1 0
シェシェケ郡 17 0 1 1 2 3 7 1 2 2 17 68 0 1 0

南 部州
チョマ郡 28 0 1 1 7 3 1 1 2 2 28 112 0 1 0
リビングストン郡 13 0 1 1 9 0 0 1 2 2 13 52 0 1 0
グゥエンブウェ郡 9 0 1 1 2 2 2 1 2 2 9 36 0 1 0
イテジテジ郡 8 0 1 1 1 3 0 1 2 2 8 32 0 1 0
カザングラ郡 15 0 1 1 3 1 1 1 2 2 15 60 0 1 0
カロモ郡 22 0 1 1 8 4 1 1 2 2 22 88 0 1 0
マザンブカ郡 34 0 1 1 12 4 3 1 2 2 34 136 0 1 0
ナムワラ郡 12 0 1 1 3 2 0 1 2 2 12 48 0 1 0
シアボンガ郡 13 0 1 1 5 2 1 1 2 2 13 52 0 1 0
シナゾングウェ郡 13 0 1 1 3 1 0 1 2 2 13 52 0 1 0
モンゼ郡 25 0 1 1 9 7 1 1 2 2 25 100 0 1 0

中 央州
マンブワ郡 21 0 1 1 3 4 1 1 2 2 21 84 0 1 0
スレンジェ郡 16 0 1 1 3 4 0 1 2 2 16 64 0 1 0
カブウェ郡 22 0 1 1 20 0 0 1 2 2 22 88 0 1 0
ムクシ郡 16 0 1 1 4 4 0 1 2 2 16 64 0 1 0
カピロムポシ郡 20 0 1 1 5 1 1 1 2 2 20 80 0 1 0
チボンボ郡 22 0 1 1 7 4 1 1 2 2 22 88 0 1 0

コー ルドボックス
（大 ）（小 ）
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ウォークイン冷凍冷蔵室の供給先は日本国内に複数社存在し、ODA 経験も多いので、国内調達が可能である。

コールドチェーン機材（冷凍庫、冷蔵庫、コールドボックスなど）は、WHO がワクチン接種計画用機材として規定す

る PIS 基準（Product Information Sheet の基準）に適合する製品を調達するが、日本国内では製造されていないた

め第三国製品を調達する。修理工場用工具セットについては、一部日本調達ができないものがあり、地方修理技術

者用工具セット B とともに第三国調達とする。 

主な機材の調達先は表３－６に示す通り。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                            

 

州／県 保健セン
ター数

冷凍
冷蔵室

ｱｲｽﾗｲﾝ式
電気冷蔵庫

電気式
冷凍庫

電気式
冷蔵庫

灯油／電気切
替式冷蔵庫

ｿｰﾗｰ式
冷蔵庫

電圧安定
装置

ﾜｸﾁﾝ
ｷｬﾘｱｰ

温度計 ツールセッ
ト　A-1，A-2

車両

北部州
ムピカ郡 14 0 1 1 4 4 2 1 2 2 14 56 0 1 0
ムバラ郡 17 0 1 1 5 1 4 1 2 2 17 68 0 1 0
ナコンデ郡 8 0 1 1 2 2 0 1 2 2 8 32 0 1 0
ムプロコソ郡 11 0 1 1 3 2 1 1 2 2 11 44 0 1 0
ルウィンゴ郡 9 0 1 1 0 5 1 1 2 2 9 36 0 1 0
カプタ郡 9 0 1 1 1 1 0 1 2 2 9 36 0 1 0
カサマ郡 21 0 1 1 8 6 3 1 2 2 21 84 0 1 0
イソカ郡 10 0 1 1 0 5 1 1 2 2 10 40 0 1 0
チルビ郡 10 0 1 1 0 4 0 1 2 2 10 40 0 1 0
チンサリ郡 15 0 1 1 3 4 0 1 2 2 15 60 0 1 0
ムングウィ郡 15 0 1 1 0 4 0 1 2 2 15 60 0 1 0
ムプルング郡 8 0 1 1 0 1 1 1 2 2 8 32 0 1 0

ルアプラ州
チエンゲ郡 6 0 1 1 0 3 1 1 2 2 6 24 0 1 0
マンサ郡 28 0 1 1 6 9 0 1 2 2 28 112 0 1 0
クワンブワ郡 19 0 1 1 3 6 1 1 2 2 19 76 0 1 0
ムベンセ郡 21 0 1 1 7 4 2 1 2 2 21 84 0 1 0
サンフィア郡 26 0 1 1 3 4 1 1 2 2 26 104 0 1 0
ンチェルンゲ郡 11 0 1 1 1 5 0 1 2 2 11 44 0 1 0
ミレンゲ郡 7 0 1 1 0 4 0 1 2 2 7 28 0 1 0

北西州
カボンポ郡 15 0 1 1 1 4 0 1 2 2 15 60 0 1 0
カスクンパ郡 14 0 1 1 2 3 1 1 2 2 14 56 0 1 0
ムフンムブウェ郡 11 0 1 1 0 3 0 1 2 2 11 44 0 1 0
ムウィンルンガ郡 28 0 1 1 2 6 2 1 2 2 28 112 0 1 0
ソルベジ郡 42 0 1 1 6 11 2 1 2 2 42 168 0 1 0
ザンベジ郡 11 0 1 1 3 2 1 1 2 2 11 44 0 1 0
チャブマ郡 7 0 1 1 0 1 4 1 2 2 7 28 0 1 0

コッパーベルト州
　 カラルシ郡 9 0 1 1 7 1 0 1 2 2 9 36 0 1 0

ムフリラ郡 16 0 1 1 14 0 0 1 2 2 16 64 0 1 0
ルトゥニャマ郡 14 0 1 1 3 3 0 1 2 2 14 56 0 1 0
マサッティ郡 17 0 1 1 2 5 0 1 2 2 17 68 0 1 0
ルアンシャ郡 20 0 1 1 9 4 0 1 2 2 20 80 0 1 0
ムポングウェ郡 14 0 1 1 4 3 1 1 2 2 14 56 0 1 0
キトウェ郡 34 0 1 1 33 0 0 1 2 2 34 136 0 1 0
チンゴラ郡 14 0 1 1 7 0 0 1 2 2 14 56 0 1 0
チランボンブウェ郡 8 0 1 1 6 0 0 1 2 2 8 32 0 1 0
ンドラアーバン郡 48 0 1 1 41 0 0 1 2 2 48 192 0 1 0

ルサカ中央倉庫 2 0 16 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1

コールドボックス
（大）（小）
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表 ３-６ 機材調達先 

  

 

３-２-３ 調達計画 

 

 （1）調達方針 

 資機材の調達国は日本および第三国とし、一般競争入札方式により日本法人を契約者として実施され

る。第三国調達品については、船積前検査を第三者検査機関に委託して行う。ウォークイン冷凍冷蔵室

およびソーラー式冷蔵庫の据付、設置、初期操作指導に関し、技術者を派遣する。 

 「ザ」国保健省 EPI 課および中央修理工場が実施責任機関であり、機材の配布および維持管理に責任

No. 機　材　名 現地 日本　 第三国

1 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ式ｳｫｰｸｲﾝ冷蔵室 ○

2 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ式ｳｫｰｸｲﾝ冷凍室 ○

3 ｱｲｽﾗｲﾝ式電気冷蔵庫 ○

4 ﾜｸﾁﾝ・ｱｲｽﾊﾟｯｸ用電気冷凍庫 ○

5 電気式冷蔵庫 ○

6 電気・灯油切替式冷蔵庫 ○

7 ソーラー式冷蔵庫 ○

8 電圧安定装置 ○

9 ｺｰﾙﾄﾞﾎﾞｯｸｽ（大） ○

10 ｺｰﾙﾄﾞﾎﾞｯｸｽ（小） ○

11 ﾜｸﾁﾝｷｬﾘｱ ○

12 温度計 ○

13 ﾂｰﾙｾｯﾄA -1（中央修理工場用） ○

14 ﾂｰﾙｾｯﾄA-2　(中央修理工場用） ○

15 ﾂｰﾙｾｯﾄB　(地方修理技術者用） ○

16 車輌 ○ ○
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をもち、維持管理および修理技術者養成のためワークショップを開催するものとする。工具セット類の

調達については、ワークショップ時に使用可能となるよう調達計画する。 

 

 （2）調達上の留意事項 

 機材の据付に際しては、道路事情を考慮し雨期の前に終了するものとし、それに間に合うよう第三国

からの調達を計画する必要がある。 

 

 （3）調達・据付区分 

 「ザ」国とわが国の調達・据付区分を表３－７に示した。ウォークイン冷凍冷蔵室及びソーラー式冷

蔵庫以外の機材における引渡し地から郡保健局、各保健センターへの配布および機材の管理技術者養成

は「ザ」国の分担業務である。 

表 ３-７ 施工区分 

区分 内容 

日本 機材の調達 

引渡し地までの機材輸送 

ウォークイン冷凍冷蔵室およびソーラー式冷蔵庫の据付 

「ザ」国 引渡し地から対象施設への機材配布 

機材の維持管理の指導および修理技術者の養成 

（工具セットの使用指導を含む） 

 

 （4）調達監理計画 

 「ザ」国内における調達資機材の検収、仕分け、引渡しなど総合調整のため、現地調達監理者 1 名を

日本から派遣する。またウォークイン冷凍冷蔵室 2 基の据付、初期指導、基本的な維持管理指導のため、

日本人技術者および技能工各 1 名を現地に派遣する。加えて据付工事の実施のため現地作業員４名を傭

上する。 

 

 （5）資機材等調達計画 

 コールドチェーン機材は、PIS 基準に適合する製品から調達するため、「ザ」国および日本国内には該

当品がなく、調達先は第三国となる。ウォークイン冷凍冷蔵室、工具セットの一部は日本で複数社が製
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造していることから日本調達とする。なお、車両については、日本に数社のメーカーがあるが、そのう

ち拠点がタイにあるメーカーが存在するため調達先を日本およびタイとする。 

 車両の交換部品については、「ザ」国内に代理店もあり入手は不可能ではないが、部品入手までに長

時間を要し、かつ高額であるため予算不足となる可能性もあることから 2 年程度必要な品目、数量を調

達する。ウォークイン冷凍冷蔵室および冷凍庫、冷蔵庫については、メーカーの推奨する交換部品、数

量を調達する。 

 

 （6）実施工程 

表 ３-８ 実施工程表 

本プロジェクトにおける実施範囲はソーラー式冷蔵庫の据付までとしているため、E/N 延長を前提とし

通算月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

▼ 交換公文調印（E/N)

▼ コンサルタント契約

計画内容最終確認

入札図書作成

図書承認

実施設計 ▼ 入札公示

現説、図渡し
全

入札、入札評価

期   ▼ 業者契約

業者打合せ等

機材製作・調達

　　　第三者検査機関との調整等

第三者機関機材照合検査
工具 その他

調達監理 出荷前検査（日本）

機材輸送

ウォークイン冷凍・冷蔵室据付

ソーラー式冷蔵庫据付

検収・引渡し

現地作業 国内作業 第三国作業
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て全体工期を 19 ヶ月とし、2003 年までに引渡しを完了することとする。 

 

 

３-３ 相手国側分担事業の概要 

本計画を実施する上で、必要な「ザ」国負担事項は以下の通りである。 

① 調達資機材の適切かつ迅速な通関手続きを行うとともに、経費を負担すること。 

② 調達資機材の保管に必要な倉庫を確保すること。 

③ 調達資機材の保管倉庫から国内最終仕向地への配布を迅速に行い、その経費を負担すること。 

④ 本計画実施の銀行取極め(B/A)に基づき発生する、支払い授権書(A/P)通知手数料等を負担すること。 

⑤ 調達機材の適切な運営・維持管理に必要な予算措置をとり、人員を確保すること 

⑥ 調達機材の維持管理技術養成のためのワークショップを開催すること。 

 

３-４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

 本プロジェクトで調達されたコールドチェーン機材は郡保健局および保健センターに配布され、ワクチン

保管用として使用されることを基本とする。EPI 課によって調達され中央倉庫に保存されたワクチンは、中

央倉庫から各郡保健局の冷凍／冷蔵庫に移動・保管される。この保管用冷凍／冷蔵庫は、郡保健局に隣接

されている郡病院あるいは一般病院内に設置されていることが多く、その管理は看護婦の担当となってい

る。毎週（地域によっては隔週）保健センターから報告されるワクチン消費状況および残高状況によって、

郡保健局から必要なワクチン量が保健センターに補充されることとなる。 

 保健センターには、クリニックを併設する Urban Health Center（UHC）と Rural Health CenterI(RHC)

があり、人口によって差はあるものの概ね UHC には冷凍庫 1 台、冷蔵庫１～2台が、RHC には冷蔵庫が１台

設置されており、常駐する看護婦によって管理されている。看護婦は 1 日 2 回ずつ冷凍／冷蔵庫内の温度

測定を行い記録し、ワクチンが適切に保管されているか、あるいは冷凍／冷蔵庫自体が適切な温度管理が

できる状態であるかどうかの判定を行っている。ワクチン量の変動と温度管理結果は、毎月郡保健局に報

告されている。機材に故障が生じた場合、簡単な故障は保健センターや郡保健局の技術者が修理するが、

困難な場合には郡保健局を通じて中央修理工場に修理を依頼することとなる。郡保健局には 3 名の技術者
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が勤務しており、必要に応じて保健センターの機材状況を巡回調査している。中央修理工場には機材運搬

専用の車両がないため、郡保健局の車両が使用されており、修理終了後の機材運搬も同様に郡保健局の車

両で搬送したり、NGO に依頼したり、修理工場の担当者の私用車で配送したりしている。従って、修理が必

要な機材の中央修理工場への搬入が郡保健局の都合で車の手配がつかずに遅延し修理が遅れたり、修理済

みの機材を配送する際にも計画的に行えないため長期間修理工場に保管されるなどの支障が生じている。

一方、専用車の導入によって、修理工場から直接担当者が巡回訪問し直接機材の維持管理を行えるように

なり、加えて保健センターのスタッフに対し技術指導を行えるため、技術者の育成を図り維持管理作業の

効率化を図ることが可能となる。従って、機材配送及び維持管理用の専用車の導入は必須である。 

 郡保健局の修理技術者に対する技術トレーニングは、1999 年に WHO の推奨でトレーニングのためのワー

クショップが開催された。しかし、72 郡すべての技術者を召集する予定であったが、保健省の予算不足の

ため 36 郡の技術者にしか行えなかったため、本年度は本プロジェクトによって機材が搬入される前に、全

郡の技術者を対象にトレーニングワークショップが開催される予定である。従って、運営・維持管理計画

に関し、人員数、技術レベルともに十分に考慮されていると考えられる。 

 

３-５ プロジェクトの概算事業費 

３-５-１ 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、3.16 億円となり、先に述べた日本と「ザ」

国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記(3)に示す積算条件によれば、次のとおりと見積も

られる。 

１） 日本側負担経費 

事業費区分 金額  

(1)機材調達費 2.92億円 

 機材費 (2.81) 

 現場調達管理・据付工事費等 (0.11) 

(2)設計監理費 0.24億円 

 実施設計費 (0.16) 

 施工監理費 (0.08) 

 合 計 3.16億円 
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２） 「ザ」国負担経費 

ウォークイン冷凍・冷蔵室およびソーラー式冷蔵庫を除く機材の最終仕向け地までの運搬費 

                         27,230US$(約 229 万円)  

３） 積算条件 

① 積算時点 平成 13 年 6 月  

② 為替交換レート １US$ ＝ 118.91 円、     1ZK ＝ 0.04 円 

③ 施工期間 単年度による工事とし、詳細設計、機材調達の期間は実施工程に示したとおり。 

④ その他 本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施されるものとする。 

 

３-５-２ 運営・維持管理費 

 ２－１－２財政・予算で述べたように、各種機材の輸送費およびコールドチェーンの修理費用として 2001

年予算は、2000 年予算の 2 倍弱に増額されている。また、灯油購入費など郡保健局の運営管理費として、

2001 年予算は約 30%増額されて、保健省から各郡保健局に配分されることになっている。  

 一方、運営維持に関する支出に関しては、本計画によって老朽機材が新型機材に更新されることによっ

て、エネルギー効率が上がるため、電気あるいは灯油購入費などが従来よりも減少する。また、灯油の価

格高騰（現在 3,600ZK）のため、その購入が難しくなってきている地域で電気が利用可能な場合（とくに

1998 年までに電気利用率の増加したコッパーベルト州(41%)、南部州(16%)、中部州（20%）など）では電気

式冷蔵庫への切替を行い、光熱費の軽減を図る。従って、本計画により維持管理費が増額することはない

ものと判断される。EPI 計画実施は、国家保健戦略計画の一部として国家的にも高い優先順位を占めており、

上述したように郡保健局へ配布される予算増額の配慮もあり、維持管理経費の持続性についても問題はな

いと考えられる。 

 

 

３-６ 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

 保健省は、医薬品の保管および輸送会社である Medical Stores Limited という第三セクター会社と 5 ヵ
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年契約を結び、すべての医薬品の国内配送を行っている。Medical Stores Limited は、「ザ」国内のすべて

の道路情報をインプットし、トラックの走行状況を管理するコンピュータシステムを開発しており、無線

や文字情報による誘導ですべてのトラックを現地（郡保健局）まで迅速かつ正確に誘導する体制を構築し

ている。今回調達される機材も保健省 EPI 課の責任のもとに、このシステムによって配送されるため、郡

保健局までの配送に問題はないと考えられる。 

 ただし、ソーラー式冷蔵庫やその他の機材の保健センターまでの配布については、郡保健局主導となる

ため、各地域によってその対応が異なることが予想される。従って、機材が迅速に配布され予防接種活動

に活用されるように、保健省の指示・監督の徹底が望まれる。 
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

 

４-１ プロジェクトの効果 

1) 直接効果 

① 本計画により、年間約1,288万ドースのワクチンが適正温度で管理されることになる。 

② ワクチン接種対象となる１歳未満の乳幼児と妊婦、約113万人が、適正なワクチン接種の恩恵を受けることと

なる。 

2) 間接効果 

① これまでは規格外のものも含まれていた機材を統一化することによって、維持管理の作業およびその経費の

削減が実現できる。 

  ② 不適切な温度の冷蔵庫内のワクチンを他の冷蔵庫へ移動させる作業が解消され、看護婦の作業負担が減

少するため、地域住民に対する保健医療サービスの向上が期待される。 

 

４-２ 課題・提言 

「ザ」国保健省の本プロジェクトの実施能力は高いと考えられるが、以下の事項に対する配慮が望まれ

る。 

1) ソーラー式冷蔵庫設置場所への経路を示す地図や保健センターの屋根など建物の詳しい状況など、

より詳細な情報（寸法付き位置図や写真など）を前もって設置技術者に提供し、据付設置が円滑に

実施されるよう取り計らうこと。 

2) 本調達機材の殆どは過去に使用経験のある機材であるが、各種機材の維持管理、修理方法など技術

指導を行い、技術者の養成をさらに推進すること。 

3) 交換され廃棄される機材すべてにはCFCが使用されており、安易な廃棄によってCFCガスが遊離し、

オゾン層破壊を助長する可能性がある。旧式機材の廃棄に際しては、使用されているCFCガスを回

収し、処理作業を行えるような支援が将来的に望まれる。 

  一方、WHO、UNICEF はワクチン接種に関する医療従事者講習会の開催を支援し、かつ機材の維持管理や
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修理技術指導支援をおこなっている。本プロジェクトについても保健省自身が技術講習会を開催する計画である

ため、現状では本プロジェクトに関しては技術協力は充分であると考えられる。 

 

 

４-３ プロジェクトの妥当性 

項 目 検 証 結 果 

①裨益対象 

1 年間当たりでみれば、ワクチン接種対象となる 1 歳未満の乳幼児と妊婦約

113 万人が適正なワクチン接種の恩恵を受け、直接的な裨益を受ける。コー

ルドチェーン機材は継続的に使用されるため、次回更新が行われる 10 年後

までには、延べ 1,295 万人が裨益を受けると推定される。 

②計画の目的 

コールドチェーン機材の老朽化によるワクチン品質の低下が原因で発生す

る感染症の流行を防止し、「ザ」国国民の健全な生活を維持するために、緊

急かつ重要なプロジェクトである。 

③被援助国の実施体制 

保健省は、1975 年から予防接種活動を開始し、順調に運営され、人員およ

び体制ともに確保されている。WHO や UNICEF による技術的支援も継続的

に行われ、本プロジェクトの実施にあたり、保健省による機材管理技術者の

養成も予定されており、充分対応できるものと考えられる。 

④中・長期的開発計画目標 

コールドチェーン機材の調達により、品質のよいワクチンの供給が可能とな

り、「ザ」国国家保健戦略計画の「質の高い医療サービスを提供する」という

目標に寄与することとなる。また、予防接種率が改善され、感染症の罹患率

を下げ、国民が健康な生活を享受する助けとなる。 

⑤収益性 
本計画に収益性はない。調達されるコールドチェーン機材は保健局など保

健施設に配備され予防接種活動のためだけに使用される 

⑥環境への影響 特になし。 

⑦実施可能性 日本の無償資金制度上、特段の問題なく実行可能である。 

 以上の点から判断して無償資金協力により本プロジェクトを実施することは妥当であると考えられる。 

 

４-４ 結論 

 本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く住民の BHN

の向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国の無償資金協力を実施する

ことの妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの運営・維持管理についても、相手国側体制は人員・

資金ともに充分満足できるものと考えられる。しかし、相手国側体制において、「4-2 課題・提言」に記述

したような点が実施・保証されれば、本プロジェクトはより円滑かつ効果的に実施しうると考えられる。
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1. 調査団員・氏名 

 氏 名    担 当      所 属 

佐々木 克宏  総括   JICAザンビア事務所 

後藤 京子  機材計画  〈財〉日本国際協力システム 

  野本 実希  調達計画  〈財〉日本国際協力システム 
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2. 調査行程 

 

 

月日 曜日 行程 宿泊地

1 2/26 月 機中泊

2 2/27 火 ルサカ

3 2/28 水 保健省表敬、協議 同上

4 3/1 木 同上

5 3/2 金 同上

6 3/3 土 市場調査 同上

7 3/4 日 市場調査　　 同上

8 3/5 月 同上

9 3/6 火 同上

10 3/7 水 同上

11 3/8 木 同上

12 3/9 金 同上

13 3/10 土 市場調査 同上

14 3/11 日 チパタ

15 3/12 月 サイト調査：地方EPI施設及びマラリア関連施設（チパタ） 同上

16 3/13 火 ルンダジ

17 3/14 水 チパタ

18 3/15 木 ルサカ

19 3/16 金 同上

20 3/17 土 コールドチェーン担当者との協議（ルサカ中央倉庫） 同上

21 3/18 日 市場調査 同上

22 3/19 月 保健省との協議（品目・仕様の確定、ミニッツ） 同上

23 3/20 火 保健省との協議（品目・仕様の確定、ミニッツ）、ミニッツ署名 同上

24 3/21 水 同上

25 3/22 木 午前：JICA事務所・大使館報告　　ルサカ (BA2052) 19:25　→　 機中泊

26 3/23 金 機中泊

27 3/24 土 　→　成田 15:45  

9:00：　メーカー代理店との協議、11:30: JICA事務所にて中間報告
午後：　コールドチェーン担当者との協議（ルサカ中央倉庫）

保健省（マラリア対策担当）及び他国際機関ドナーとの協議（後藤）
メーカー代理店／保健省（コールドチェーン担当）との協議（野本）

午前：保健省(CBoH, National Surveillance Officer)　協議
午後：調査／ルサカEPI施設

午前：マラリア（ITN）関連会議（ザンビアNMCC及び他国際機関ドナー）
午後：コールドチェーン担当者との協議（ルサカ中央倉庫）

午前：メーカー代理店との協議
午後：コールドチェーン担当者との協議（ルサカ中央倉庫）

午前：　サイト調査／地方EPI施設及びマラリア関連施設（チパタ）
午後：　チパタ出発　→　夜：　ルサカ到着

→　ロンドン/LGW 5:55　　BPｿｰﾗｰ（UK)との打ち合わせ
ロンドン/LHR (JL402) 19:00 　→

成田(SQ997) 12:00　→　シンガポール　18:15

早朝：　ルサカ出発　→　午後：チパタ到着

午前：　サイト調査／地方EPI施設及びマラリア関連施設（ルンダジ）
午後：　ルンダジ出発　→　夜：　チパタ到着

8:30 ルサカ →　カフエ（車で１時間程）
サイト調査/カフエEPI施設、　カフエ　→　ルサカ(13:30着）
14:30　経済協力企画省　表敬

午前：EPI担当者との協議（ルサカ中央倉庫）
午後：マラリア関連会議（ザンビアNMCC及び他国際機関ドナー）

早朝：　チパタ出発　→　ルンダジ到着
午後：　サイト調査／地方EPI施設及びマラリア関連施設（ルンダジ）

午前：　調査／ルサカ中央倉庫、ｺｰﾙﾄﾞルーム据付場所確認
午後：　技術協力（ルサカ市PHCプロジェクトチーム）との協議

シンガポール(SQ406)　01:20　→　ヨハネスﾌﾞﾙグ　05:35
ヨハネスブルグ(SA064)  11:05　→ルサカ 13:05
午後：JICA事務所、日本大使館表敬

国際機関（9:00 UNICEF, 11:30 USAID, 15:30 WHO)との打ち合わせ
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3. 関係者（面会者）リスト 

 

 

  

氏名 所属・職位
木村　孝司 二等書記官
豊吉　直美 JICA事務所所員
吉村　悦治 同上
座間　友子 同上

Dr. Kashiwa Bulaya 保健省長官
Mr. Musowe 保健省企画開発局長
Dr. Musonda Rosemary Sunkutu 保健衛生調査部長
Mr. Aba B Karambwe 調達課長
Mrs. Magdalene Siame EPI課長
Mr. Aktar Din 中央修理工場管理者
Dr. Silwamba 中央保健委員会長官
Mr. Nicholas Chikwenya 中央保健委員会企画担当
Ms. Annes Mtonga 中央保健委員会調査官
Ms. Jenny Meya Nyrenda 中央保健委員会衛生専門家
　

Mrs. Musunga Agress 経済課課長
Dr. Tetsuro Hamada JICAアドバイザー

Mr. G Shichalwe カフエ郡保健局
Ms Banda ルサカ郡保健局MOH担当
Dr. Moses Sinkala ルサカ郡保健局長
Mr. M Malata チパタ郡保健局看護婦
Mr. B Musukwa チパタ郡保健局管理課
Mr. C Kapera チパタ郡保健局
Mr. Dariws Choongo チパタ郡保健局
Mr. H Mka? チパタ郡保健局
Mr. M Lishiu チパタ郡保健局コールドチェーン機材整備係

Mr. Manda Zulu チパタ郡保健局　ZEN
Mr. S Munene チパタ郡保健局
Mr. Victoria S Mwansa チパタ郡保健局
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Mr. G Mwale チパタ保健センター　環境衛生技師
Mrs. B.Z. Mwila チパタ保健センター　ZEN
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Mrs. Lusaka クワムワラクリニック　ZEN
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Dr. C J Banda マラリア担当
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Dr. Limbambala 伝染病対策担当
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